
事業番号 - - -

（ ）

ESDに関する国内外の動きを受け、さらに、昨今の国際情勢や新型コロナウイルスの流行、大規模災害等、様々な予測不可能なことが起こる現代だからこそ、ESD提唱国としてSDGs
達成のための教育（ESD）の推進の必要性がより一層高まっている。
一方、国内の教育現場におけるSDGsやESDの理解や推進のための取組は十分とは言い難い。SDGsやESDを教授する教員等への支援や多様なステークホルダーとの協働による
SDGsの取組の推進が求められる。

令和6年度要求

-

-

-

44

(目)

(目)

1

　

　

　

(目)

1 1

1

1

ユネスコ活動費補助金

職員旅費

委員等旅費

諸謝金

その他

当初予算＋補正予算に対する執行額の
割合（％）

=(G)/｛(A)+(B)｝
86%

主な増減理由（・要望額・予備費）

82%

令和6年度要求

事業概要URL
https://www.mext.go.jp/unesco/018/index.htm

(項)

令和5・6年度
予算内訳

（単位：百万円）

歳出予算項・目 令和5年度当初予算

計（A) 44

40

89%

1

執行率（％）
=(G)/(F)

86% 82% 89%

国際交流・協力推進費

(目)

(目)

2023 文科 22 0499

文部科学省

政策 13　豊かな国際社会の構築に資する国際交流・協力の推進

事業の目的
（5行程度以内）

持続可能な社会の構築に貢献するため、SDGs（国連持続可能な開発目標）の視点を組み込んだ教育活動（ESD）を支援することにより、学校・大学をはじめとした国内の教育現場等に
おけるSDGs達成の担い手の育成を推進する。

国際統括官付
国際戦略企画官
本村宏明

会計区分 一般会計

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
ユネスコ活動に関する法律（第4条）

関係する
計画、通知等

-

事業名 SDGs達成の担い手育成（ＥＳＤ）推進事業 担当部局庁 国際統括官付 作成責任者

事業開始年度

施策 13-2 国際協力の推進

政策体系・評価書URL

主要経費 その他の事項経費

令和5年度行政事業レビューシート

https://www.mext.go.jp/content/20211224-mxt_kanseisk02-
000019646_13-2.pdf

定額

令和元年度
事業終了

（予定）年度 終了予定なし 担当課室

- -

補正予算（B) - - -

-

-

44

予備費等（E) - - - -

予算の
状況

前年度から繰越し（C)

当初予算（A) 50 50 44 44 44

- - -

-

補助率等

事業概要
（5行程度以内）

学習指導要領において、持続可能な社会の創り手の育成が学校に求められる役割と明記されたことや、国連及びユネスコにおけるESDが全てのSDGs達成に向けた鍵であることを示
した「持続可能な開発のための教育：SDGs実現に向けて（ESD for 2030）」の採択を受け、SDGs達成の担い手を育む多様な教育活動を支援する。具体的には、SDGsの視点を組み込
んだカリキュラム・学習評価の開発や、持続可能な社会の担い手を育む教師の育成、それら様々な取組の普及、啓発等を実施する。

実施方法 直接実施、補助

予算額・
執行額

（単位:百万円）
（インプット）

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和5年度

執行額(G) 43 41 39

計(F)
=（A)+（B)+（C)+（D)+（E)

50 50 44 44

現状・課題
（5行程度以内）

(目) 庁費 0

翌年度へ繰越し（D) - - - -

40

1

1

※金額は単位未満四捨五入して記載していることから、合計が一致しない
場合がある。



成果目標①-1の
設定理由

（アウトプット
からのつながり）↓

↓
成果目標①-2の

設定理由
（短期アウトカム
からのつながり）

75

アクティビティ①について定性的なアウトカムを設定している理由

-

％ 60 74

目標値 ％ 60 70 75

達成度 ％

ユネスコスクールにおいて、教員のカリ
キュラム・教授法に変化がもたらされ
る。

ユネスコスクール年次活動調査に
おいて、「教科領域を超えて横断
的に取組むなど、カリキュラムマ
ネジメントを工夫する」と回答した
学校の割合

成果実績 ％ 53 57

96.4

国内の教育現場等における多様な教育活動（ESD）を実施・支援することによりSDGsの達成の担い手に必要な資質・能力の向上を図る。

成果目標及び成果実績
①-3

（長期アウトカム）

成果目標 定量的な成果指標 単位 令和2年度 令和3年度 令和4年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

ユネスコスクール年次活動調査
※令和４年度は集計中であり、令和５年９月に公表予定。

活動目標及び活動実績
①

（アウトプット）
当初見込み 人 23,500

活動目標 活動指標

23,500

年度

55 57

定量的な成果指標 単位

人 18,061

目標年度
令和4年度

↓

活動内容①
（アクティビティ）

SDGsの達成の担い手に必要な資質・能
力の向上活動の実施

本補助事業によって実施される研修会、セミナー、ワーク
ショップなどの事業への参加者数　（年度内延べ人数）

活動実績

10 年度

ユネスコスクールにおいて多様なステー
クホルダーと連携したESDの取組が一
層推進される。

ユネスコスクール年次活動調
査において、「学校以外の団体
と協働して活動する」と回答し
た学校の割合 達成度

単位 令和2年度

100

目標最終年度

成果実績及び目標値の
根拠として用いた

統計・データ名（出典）
/定性的なアウトカムに

関する成果実績

ユネスコスクール年次活動調査
※令和４年度は集計中であり、令和５年９月に公表予定。

令和2年度 令和3年度

105.7

アウトカム設定について
の説明

令和3年度 令和4年度
5年度

活動見込
6年度

活動見込

13,535

57

6

文部科学省及び日本ユネスコ国内委員会がESDの推進拠点と位置付けるユネスコスクールにおいて、 教科横断的なカリキュラムマネジメントが進み、さらに民間企
業やNPO等、学校以外の団体や地域と協働した、多様なステークホルダーと連携したESDの取組が一層推進される。

％

目標値 ％ 55

103.6

成果目標及び成果実績
①-1

（短期アウトカム）

成果目標

20,828

文部科学省及び日本ユネスコ国内委員会がESDの推進拠点と位置付けるユネスコスクールにおいて、 本事業によって実施される研修会等で共有された知見が広が
り、ユネスコスクールの教員のカリキュラム・教授法に変化がもたらされる。

アクティビティ①についてアウトカムが複数設定できない理由

-

23,500 23,500

成果実績



- -

改善の
方向性

所見を踏まえた改善点/概算要求における反映状況

事業所管部局による点検・改善

-
事業に関連する

ＫＰＩが定められて
いる閣議決定等

名称

URL

該当箇所

平成26年度 新26-0046

備考

文部科学省 新31

行政事業レビュー推進チームの所見に至る過程及び所見

平成24年度 -

平成25年度 -

公開プロセス・秋の年次公開検証（秋のレビュー）における取りまとめ

その他の指摘事項

事業の成果を適切に図るため、事業目的及び事業目的に対応した指標が設定されているかについては引き続き検証を行う。

現状通り

現状通り

0436

平成30年度 0431

平成23年度 -

・今後実施状況等を踏まえ必要に応じて指標の設定について見直しを行い、事業成果の検証に努める。また、事業の執行に当たっては、引き続き支出先の選定が適
切なものとなるよう留意するとともに、各費目・使途の内容も厳正に審査するなど事業の効率性等に留意して事業を行う。

【成果物について掲載しているHPのURL】
国立大学法人宮城教育大学　http://xs269206.xsrv.jp/touhoku/

関連する過去のレビューシートの事業番号

20

令和元年度

平成28年度 0419

平成29年度 0427

令和3年度

平成27年度

令和2年度 文部科学省 0424

0449

令和4年度 2022 文科 21 0454

2021 文科

上記への対応状況

-

上記への対応状況

-

過去に受けた指摘事項
と対応状況

0024

-

-

目標年度における効果測定に関する評価（令和11年度実施)

-
点検結果

・アクティビティ①について、短期・長期とも測定指標は概ね順調に推移している。
・事業の効率性や有効性について、事業経費の合理性・必要性を厳正に審査した上で不用率
を低く保つ、成果目標を達成するなど、成果が出ている。
・支出先の選定については公募を実施するとともに外部有識者による審査委員会で客観的な
審査を行っており、その執行状況についても概ね堅調な執行率となっている。

-

-

この事業は、外部有識者の点検、事業所管部局による自己点検及び行政事業レビューワーキングチームによる点検の結果を踏まえ、特段の見直しは要しないものと
考えられる。

外部有識者の所見

外部有識者による点検対象外



資金の流れ
（資金の受け取り先が
何を行っているかにつ

いて補足する）
（単位：百万円）

文部科学省

３９百万円

諸謝金 ０．４百万円
旅費         １百万円       

を含む

A. 国立大学法人等
３７百万円

（ 全１２件 ）

【公募・補助】

B. 一般社団法人SDGsコミュニティ
３百万円

（ 全１件 ）

【委託】

・カリキュラム等開発・実践 ・教師教育の推進 ・教育（学習）効果の評価と普及 ・ユース世代の活動の促進



　

支出先上位１０者リスト

A.

B

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

事業費
人件費、諸謝金、旅費、消耗品費、印刷製本費、通信運搬
費、借損料、雑役務費

4 事業費 人件費、諸謝金、旅費 3

費目・使途
（「資金の流れ」において
ブロックごとに最大の金
額が支出されている者に
ついて記載する。費目と
使途の双方で実情が分

かるように記載）

A. B.

費　目 使　途

計 4 計 3

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1 国立大学法人信州大学 3100005006723 カリキュラム等開発・実践 4 補助金等交付 - - -

費目・使途欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙2】に記載 チェック

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

落札率

- -

4 学校法人金沢工業大学 2220005001911 教師教育の推進 3 補助金等交付 - -

- - -

3
国立大学法人北海道教育大
学

5430005004015 教師教育の推進 3 補助金等交付 -

2
公益財団法人ユネスコ・アジ
ア文化センター

1011105005122 教育（学習）効果の評価と普及 4 補助金等交付

- - -

7 国立大学法人金沢大学 2220005002604 教師教育の推進 3 補助金等交付 -

6 国立大学法人愛知教育大学 1180305005064 教師教育の推進 3 補助金等交付

-

5
国立大学法人奈良国立大学
機構

2150005002173 教師教育の推進 3 補助金等交付 - - -

-

9 国立大学法人東京学芸大学 8012405001283 教師教育の推進 3 補助金等交付 - - -

- -

8 国立大学法人広島大学 1240005004054 教師教育の推進 3 補助金等交付 - -

- -

12 国立大学法人宮城教育大学

3000020141003

カリキュラム等開発・実践 1 補助金等交付 - -

- - -

11 横浜市教育委員会 教育（学習）効果の評価と普及 3 補助金等交付 -

10 国立大学法人金沢大学 2220005002604 カリキュラム等開発・実践 3 補助金等交付

-8370005002146

支　出　先 法　人　番　号 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

契約方式等
入札者数
（応募者数）

-

落札率

一者応札・一者応募又は
競争性のない随意契約となった

理由及び改善策
（支出額10億円以上）

1
一般社団法人SDGsコミュニ
ティ

9180005018284 教師教育の推進 3
随意契約
（その他）

- -

支出先上位10者リスト欄についてさらに記載が必要な場合はチェックの上【別紙3】に記載 チェック


	行政事業レビューシート

